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国 総建 第 1 6 4 号･

平成 2 2 年 1 0月 1 5 日
　 　 　　

北海道建設部長 殿

国土交通省総合政策

経営事項審査の審査基準の改正等について

公共工事を受注しようとする建設業者の経営を事前に評価する経営事項審査制度につ

いては、近年の建設投資の減少とそれに伴う競争の激化等を踏まえ、公共工事における

適正な企業評価を実施する観点からゞ 従来にも増して企業実態をより適正に評価できる

.仕組みに改善していくことが重要どなっています。
‘

このため、 平成 2 2 年 3月に発表した ｢入札契約制度の更なる改善｣ に基づき、中

央建設業審議会において、 経営事項審査の審査基準の改正について審議を行う .(同年

7 月 2 6 日取りまとめ法とともに、虚偽申請防止対策の強化について検討を行ってき

ました。
今般、 これらの審議 ･検討の結果を踏まえ、 経営事項審査の審査基準について、'

ペ

ーパーカンパニマ対策など評価の適正化の観点、現下の社会経済情勢を踏まえた多様

なニーズへの対応の観点から所要の改正を行うとともに、虚偽申請防止対策の強化の

ための運用面の改善を図ることとし、そのために必要な関連省令、事務取扱いに係る

通知 (別添参照) 等の改正が、 平成 2 2 年 1 0 月 土5 日付けで行われました。 なお、
審査基準の改正については平成 2 3年4月 1日から、虚偽申請防止対策の強化について

は平成 2 3 年 1月 1目 から･施行されることとな.りました。 .
〆

、今回の改正の主要な内容は下記のとおりですので、貴職におかれましてはその趣旨を

十分御理解の上、所管の建設工事の発注に当たって適切な事務処理に努められるようお

願いします。.･なお、都道府県におかれましては、貴管下市町村等に対しても、周知をお願いします。

記

ー 経営事項審査の審査基準の改正 - .
2 2f! m B

1 技術者に必要な雇用期間の明確化

技術者の名義借り等の不正を防止するため、評価対象とする技術者を ｢審査基準

日以前に6ヶ月を超える恒常的雇用関係のある者｣ に限定することとした。
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また、
、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律 (昭和 4 6年法律第 6 8号) に基

づく継続雇用制度対象者については、雇用期間が限定されていても評価対象に含め
ることとしたび

2 ‐完成工事高の翻点テーブルの上方修正 ‘
･建設投資の減少により平均点が低下している完成工事高くX 1 点) 及び元請完成
-工事高 (z2.点)、について、 平成 2 2年度の建設投資見込額のもとで平均点が制度設
計時の平均点である 700 点となるよう評点テーブルを補正し、全体としてバランス
のとれた評価を行うとともに、

.適切な入札機会を確保することとした。 .;
.この措置により、完成工事高 (濁 点) は平均点で約 1 2点の上昇、 元請完成工‐
･事高 (Z2点) は平均点で約 9 1点の上昇となる6

3 再生企業に対する減点措置
債権坊ツト等により地域の下請企業等に多大な負担を強いた再生企業 (民事再生

＼企業及び会社更生企業) に,ついて、社会性等
･(W "点) の評価で、 以下の減点措置を

創設することとしたり′

‐○‐再生期間中 (手続開始決定日から手続終結決定日まで) は、 - 律マイナス 6 0
点 (｢営業年数｣ 評価の最高点)

‐の減点
･ 0 . 再生期間終了後は、 T営業年数｣ 評価はゼロ年から再スタニト

なお、‐この措置は平成2 3 年4月 1日以降に民事再生手続開始又は会社更生手続
開始の申立てを行う企業から適用することとした。

･

4み社会性等(=点yの評価項目の追加 ‐

. ①
‘建設機械の保有状況 . ÷

地域防災への備えの観点から、建設機械抵当法 (昭和 2 9年法律第 9 7号)
‐に

規定する .｢建設機械｣ のうち. 災害時に使用される代表的な建設機械 (ショベル
系掘削機、 ブルドキザ

ニ及びトラ.クターショベル)
‐そこついてく 所有台数に応,じ

て加点評価を行うこととした。 (｣ 台につ
べき 1点、

.最高1 5点)
なお、 建設機械のリースが増えてきている現状を踏まえ、‐経営事項審査の有

効期間 (主年 7ヶ月) 中の使用期間が定められているリースについても、同様
‐ に取り扱うこととした。
② ~ I S O の取得状況 . .

多くの都道府県等が発注者別評価点で評価している IS O 9001 及 び IS O 14001 .の
ゞ 取得状況について、受発注者双方の事務の重複

.･負担の軽減を図るため、.経営事

.‐項審査の評価項目に追加することとしたび (片方で 5点、両方で 1 0点).

二 .虚偽申請防止対策の強化
.
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,経営事項審査の公正性を確保するため、虚偽申請防止対策の強化について次のとお
り運用面の改善を行うこととした。･･今後は審査行政庁 (国及び都道府県) 及び経営状
況分析機関の確認事務がそれぞれ強化されるとともをこ、経営状況分析に係る異常値情
報が審査行政庁に情報提供されるなど、双方の連携強化が図られる。

1 経営状況分析機関が行う疑義項目チェックの再構築 .
パ

. 各経営状況分析機関が実施している異常値確認のための疑義項目チェックについ
て、倒産企業や処分企業の最新の財務データ等を用いて指標や基準値の見直しを行
うこととした。また、一定の基準に該当する申請については、審査行政庁に直接情

報提供する仕組みを創設することとした。
　
　

　　 　
　
　
　　　 　 　 　 　

　 　 　
　
　 　

2 審査行政庁が行う相関分析の見直し暮強化.‐

各審査行政庁が実施している完成工事高と技術職員数値の相関分析に･ついで、
.最

新のデータに基づいて基準値の修正を行うこととした。また、.完成工事高が極端に
大きい申請に加えて、新たに完成工事高に比べて技術職員数値が極端に高い (技術
･者の水増しの可能性がある) 申請の抽出も開始するなど、運用を強化することとし
た。 -

3 審査行政庁と経営状況分析機関との連携強化 、
各審査行政庁において、新たに経営状況分析機関から提供される情報 は後半)

'

も活用して適切に重点審査対象企業を選定しv.証拠書類の追加徴収や原本確認、対

面審査、立入等を効果的に行うことを促進することとした。また、 経営状況分析部
分に係る確認のための調査手順書を改訂サ･ることとした。
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国総建第 1 6 2 号
平成 2 2 年 1 0月 1 5日

北海道 建設部長 殿

醗き繃纖業課圓
｢経営事項審査の事務取扱いについて｣ の一部改正について

今般べ経営事項審査の審査基準等について、ペーパーカンパニー対策など評価の適正

化の観点、現下の社会経済情勢を踏まえた多様なニーズへの対応の観点から所要の改正

を行うため、建設業法施行規則の一部を改正する省令 (平成 2 2 年 1 0月 1 5日国土交

通省令第 5 1号) が制定されるとともにV 平成 2 2 年 1 0 月 1 5日付け国土交通省告示

第 1 1 7 5号をもって、建設業法 (昭和 2 4 年法律第 1 0 0 号} 第 2 7条の 2 3第 3項

に定める経営事項審査の項目及び基準が改正されたところであるが、これらを踏まえ、｢経

営事項審査の事務取扱いについて｣ .(平成2 0 年 1月 3 1 日国総建第 2 6 9 号)の
一部を

下記のとおり改正することとしたので、 通知する。 . ‐

記

｢経営事項審査の事務取扱いについて｣ (平成 2 0年 1月 3 1 日国総建第 2 6 9 号) の
一部を次のように改正する。

0 I の 2 のく1)のイを次のように改める。
イ 許可を受けた建設業に従事する技術職員は、建設業法第 7条第 2号イ、口若
しくはノ･又は同法第 1 5 条第 2 号イ若しくはノ、に該当する者又は規則第 1 8 条

,の 3第 2項第 2号に規定する登録基幹技能者講習を修了した者 (以下 ｢基幹技
能者｣ という。) であって、審査基準日以前に 6か月を超える恒常的な雇用関
係があり、 かつ、雇用期間を特に限定することなく常時雇用されている者 (法

人である場合においては常勤の役員を、個人である場合においてはこの事業主

を含む。) をいい、労務者 (常用労務者を含む。) 又はこれに準ずる者を除き、
建設業に従事する者に限るものとする。 -
また、雇用期間が限定されている者のうち、審査基準日において高年齢者等

の雇用の安定等に関する法律 (昭和4 6年法律第6 8 号) 第 9条第 1項第 2号

に規定する継続雇用制度の適用を受けているもの (6 5 歳以下の者に限る。)

については、雇用期間を特に限定することなく常時雇用されている者とみなす。
なお、継続雇用制度の適用を受けていることの証明は、別記様式第 3号の提
出によるものとする。

2 2,10 1 8
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0 I の 3 の (2)を次のよう に改める。
(2 ) 建設業の営業継続の状況について
イ 建設業の営業年数について
① 建設業の営業年数は、法による建設業の許可又は登録を受けた時より起
算し、審査基準日までの期間とする。 なお、 その年数に年未満の端数があ
- るときは、 これを切り,捨てるものとする。 ただし、 平成 2 3 年 4 月 1日以

降の申立てに係る再生手続開始の決定又は更正手続開始の決定を受け、か

つ、再生手続終結の決定又は更正手続終結の決定を受けた建設業者は、当
該再生手続終結の決定又は更正手続終結の決定を受けた時より起算するも

のとするヴ
② .営業休止 (建設業の許可又は登録を受けずに営業を行っていた場合を含
む。) の沿革を有するものは、当該休止期間を営業年数から控除するもの
.と する。
⑧ゞ商業登記法の規定に基づく組織変更の登記を行った沿革、 1の (l)のチ
- の②若しくは⑧に掲げる場合又は建設業を譲り受けた沿革を有する者であ

って、当該変更又は議受けの前に既に建設業の許可又は登録を有していた
ことがある者は、当該許可又は登録を受けた時を営業年数の起算点とする。

ロ 民事再生法又は会社更生法の適用の有無については、平成 2 3 年 4月 1 日

以降の申立てに係る再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定を受け、か

つ、審査基準日以前に再生手続終結の決定又は更正手続終結の決定を受けて

0 I の 3 に次のように付け加える。
(7) 建設機械の保有状況について
イト･建設機械とは、建設機械抵当法施行令.(昭和 2 9年政令第 2 9 4 号) 別表
･ 導こ規定ずるショベル系掘削機、ブルドーザ- 及びトラクタサショベルをいう
≧ものとする。
ロ.建設機械の保有状況は、 審査基準日において、建設機械を自ら所有してい
･る場合又は審査基準日から 1年 7力1月以上の使用期間が定められでいるリー

ス契約を締結している場合に、その合計台数に応じて加点して審査するもの
とするo L

(8) 国際標準化機構が定めた規格による登録の状況については、ん審査基準日にお
いて、財団法人日本適合性認定協会又は同協会と相互認証している認定機関に

. 認定されている審査登録機関によって国際標準化機構第 9 0 0 1号 (I S O 9

0 0 1 ) 又は第 1 4 0 0 1 号 ( I
▲
S O 1 4 0 0 1 ) の規格による登録を受けて

･ いる場合に、 加点して審査するものとする。
ただし、認証範囲に建設業が含まれていない場合及び認証範囲が一部の支店

等に限られている場合には、加点対象としないものとする。



0 Iの 4の (2)のイ中 ｢3 の く2 ) のイ｣ を ｢ 3 の (2 ) のイの①｣ に改める。 ,

○ 別紙の1 (告示の別表第一関係) を次のように改める。

1 許可を受けた建設業に係る建設工事の種類別年間平均完成工事高の評点

告示第一の一の蟹こ掲げる許可を受けた建設業に係る建設工事の種類別年間平均

完成工事高については、.告示の別表第一の区分の欄に掲げられた審査の結果に応じ

て次の表に掲げる評点を与える。
･

(告示の別表第一関係)

区分 ･ ‘ ‐ ･ ‘ - ‐ 評点‐ - ゞ
. .

(D t 2r309

(2) ,
114 X (年間平均完成工事高)÷20,0鱒 000十1,739

(3) ′ 101X (年間平均完成工事高)÷20ro凹,000十1,791

(4) 88× (年間平均完成工事高)÷10,000,000十1,666

(5テ ･ 89×(年間平均完成工事高)÷10,000,000十1再61

(6) 89×(年間平均完成工事高)÷10,000.0脚十1,561

くめ 75×(年間平均完成工事高)÷ 5,000,0 00十し378

くめ 76×(年間平均完成工事高)÷ 6,鱒0,0脚十1,373

(9) 76×(年間平均完成工事高)寸 6,000,0 00十1,373

(10) 銘文(年間平均完成工事高)÷ 3,000,O M 十1,
.芻 1

J (1l) 62×(年間平均完成工事高)÷ 2i餌0,0 00十1, 16 5

A (12) 64×(年間平均完成工事高)÷ 2,加O,b 卸十1,16 5

(13) 50×(年間平均完成工事高)÷ 2i0Q0,0脚十1,211

(14) 51X (年間平均完成工事高)÷ lb比ゆ,0脚十L 055

(16) 6 Lx (年間平均完成工事高)÷ ･1,凹0,0閲十1,065

- (16) ノ 60× (年間平均完成工事高)÷.1,000,0脚十1,059

(17) 51×(年間平均完成工事高)÷ 600,000十 903

(18) ‘ 39×(年間平均完成工事高)÷ 600,000十 98 3 ‐

(19)＼ 36×(年間平均完成工事高)÷･ 600,増)十 9 75

(20) 38×(年間平均完成工事高〉÷ ･ 300,POO十 8 93

(21)ね 39X (年間平均完成工事高)÷ 200,000十 8 11

(22) 38x (年間平均完成工事高)÷ 200,増)十 816

(23) 26×(年間平均完成工事高)÷ ･ 200,000十 8 68

(24) 25×(年間平均完成工事高)÷ 100ゾ000十 7 93 .

(26) 34×(年間平均完成工事高)÷ 100,000十 748

(26) 42×(年間平均完成工事高)÷ 10OTO " 十 7 16

(27) 24×(年間平均完成工事高)÷ 50,000十 698

(28) 盤×(年間平均完成工事高)÷ 60,鮒汁 678
~

(28〉
- - 盤×(年間平均完成工事高)÷ 60,鮒汁
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‘- ‘(3o) 28×(年間平均完成工事高)÷ . 30,0閲十
626

(39 19×(年間平均完成工事高)÷ ･ 20,000十 6 16

(32) . 22×(年間平均完成工事高)÷‐ 20,0脚十 601

(33) ‐ 第×(年間平均完成工事高)÷ 20ゞ 000十 6 77

(34) 16×(年間平均完成工事高)÷ -lo g 凹十 565

(35) 19メ(年間平均完成工事高)÷ - lo.000十 650

(36) 24×(年間平均完成工事高)÷ 10,o脚十 5 30

. (37) 13×(年間平均完成工事高)÷ 6,000十 524

. (38)
･ 16X (年間平均完成工事高)÷ 5,000十 509

･ (39) ‘ 20×(年間平均完成工事高)÷ 5looo 千 、493

て40) 14×(年間平均完成工事高)÷ 3,000十 483

(41) 11×(年間平均完成工事高)÷ - -2,000 +‐
･ 473

(42) せ . 131×(年間平均完成工事高)÷ lo,0 00十 397

、.
注 .評点に小数点以下の端数がある場合は、これを切り てる。･

0 別紙の 3のロ (告示の別表第五関係) を次のように改める。

口 許可を受け.た建設業に係る建設工事の種類別年間平均元請完成工事高の
点数

(告示の別表第五関係) 〆

区分 ..

･
ナ ･ . 点数

.“‘ '
‘

(1) 2,866

(2) 1l9× (年間平均元請完成工事高)÷20,000,000十2,270

(3)‘ 145× (年間平均元請完成工事高)寸20,000,000十2,166

, .
(4) 87× (年間平均元請完成工事高)÷10,000,000十2,079

′ (5) 104× (年間平均ノし蓑常
･ …‐摩 I 〒,増J ÷10,000,000十 1,9 94

(6) 126 X (年間平均元請完成工事高)÷lo,000,000十1,906

･ (7) ¥76× (年間平均元請完成工事高)÷ 厩 000;000十1,8第

(8) ･ 90× (年間平均元請完成工事高)÷ .6,000,000十1,758

(9) 110×(年間平均元請完成工事高)÷ 5,000,0 00十L 678

.. (10) . 81× (年間平均元請完成工事高)÷ 3,0 00,000十 1,603

(11) 63文(年間平均元請完成工事高)十 2 ,00050 00十1,.549

(12) 76.× (年間平均元請完成工事高)÷ 2,000,000十1,489

(13) 92×(年間平均元請完成工事高)÷ 2,000,000十1,4 21

(14) ′ 55× (年間平均元請完成工事高)÷ 1,000,000十1,367

(15)･ 66× (年間平均元請完成工事高)÷ 1,000,000十1,312

(16)･ 79×(年間平均元請完成工事高)÷ 1,000,000十1溝60

(17) 48× (年間平均元請完成工事高)÷ ･ 600,000十1,209
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(19) 70× (年間平均元請完成工事高)÷ 6 00,000十l,11 2

(20) 6 0× (年間平均元請完成工事高)÷ 300,000十1,072

(21) .
‘ 41 X -(年間平均元請完成工事高)÷

‐ 200,COO十1,026

(22)ゞ 47文(年間平均元請完成工事高)÷ 200,000十 996

(23) 67×(年間平均元請完成工事高)÷ 200,000十 956

(24) 36× (年間平均元請完成工事高)÷‘ 100,000十 9 1L

(25) 40×(年間平均元請完成工事高)÷ 10orooo十 891

(26) 51×(年間平均元請完成工事高)÷ 1 00が000十 847

. (27) ~ 30×くず亀,N F M J M = .] 典ー÷耐久÷ 50,000十 820 ~
(28) 36×(年間平均元請完成工事高)÷ 50,000十 795

(29) 45×(年間平均元請完成工事高)÷ゞ 60,000十 766

(30) 3 2×む .~ , もん頭目/鰐キー 耕 二'÷ 30,000十 730

(31) 26×(年間平均元請完成工事高)÷ 20,000十 702

(32) t 29×(年間平均元請完成工事高)÷ . 20,000十 687

(33) 36×-(年間平均元請完成工事高)÷
三 20,000十 659

. (34) , 2 2× (年間平均元請完成工事高)÷ 1 0,000十 635

く35) 27×(年間平均元請完成工事高)÷ -- 10,000十 610

(36) 31×(年間平均元請完成工事高)÷ さ め,000十 594

(3の 薹9X (年間平均元請完成工事崗÷ 5,000十 573

(38) 23×(年間平均元請完成工事高)÷ ‐. 5,000十 五63

(39) 28×(年間平均元請完成工事高)÷“ 6,000十
･ 533

･ (40) 19×(年間平均元請完成工事高)÷ - 3,000十 522 ･

( 41)! 16× (年間平均ノu。ル↓吸上島局j÷% 2,000十 6 02

(鑄2) 341×(年間平均元請完成工事高)÷ lo,000十 2 41

(年間平均ノu。ル↓吸上島局j÷% 2 000十(41)
･ lo,000十 2 41

これを切り捨てるが -注 評点に小数点以下の端数がある場合は、 これを切り捨てる。
-
- ‐

○ 別紙の4 を次のよう"こ改める。
4 その他の審査項目 (社会性等) の評点‐
◆ 告示第一の四の1に掲げる労働福祉の状況についてはv 告示の付録第二に定める
算式によって点数を算出しこまた、告示第一の四の 2 から8までに掲げる建設業の
営業継続の状況 (営業年数及び民事再生法又は会社更生法の適用の有無)、 防災協
-定締結の有無、 法令遵守の状況、建設業の経理の状況 (監査の受審状況及び公認会t
.計士等数値)、 研究開発の状況、建設機械の保有状況、国際標準化機構が定めた親
、格による登録の状況については、告示の別表第六から別表第十四までの各区分の欄
透こ掲げられた審査の結果に応じて、それぞれ次のイ ~ リの表に掲げる点数を与え、
さらに、これらの点数の合計点数 (ヌの算式において ｢告示の付録第二による点数
並びにイ ~ リの点数の合計点数｣ という。) に応じて、 ヌの算式によって算出され

るその他の審査項目 (社会性等〉の評点を与える。 その他の審査項目 (社会性等)
の評点が0に満たない場合は0と見なす。

- 9 -



0 別紙の 4 のトを次のように改める。…
'

.
ト その他の審査項目 (社会性等) ▲

その他の審査項目 .(社会性等) の評点= 告示の付録第二による点数並びにイ
~ リの点数の合計点数×10×190 / 200

0 別紙の 4 のトをヌとし、 ロからへをハから トとし、 イの次に次のように付けカロえ
.しる。 .

･

. ･

ノ
ゞ

‐

“

･ ‐

.〆
- -

‐ ゞ

. ロ 民事再生法又は会社更生法の適用の有無の点数
(告示の別表第七関係)

,区 分
、 (I) (2)

,点 数 . 0 ･
･ ‐60

○ 別紙の4のトの次に次のように付け加える。　　 　　 　

チ 建設機械の保有状況の点数
(告示の別表第十三関係) .

区 分 (1)な, (2) (3)･ ･ (4) . くめ (6) ･ (7)

点 数 15 14 --13 12 -
.
11 Io i ‐ 9

区 分 ゞ(8) ･ ( 9) . ‐(10) (11) ‐ . (12) には3) (14).

点･数 8 ･ ･ 7 を % 6 ‘･ .-- 6 4 . 3 ･ 2 ･･

区 分 (15) (19

.点 数 、 1 0

　　　　 　
　 　　 　

リ .国際標準化機構が定めた規格による登録の状況の点数

区 分 くり ･ (2) ･ (3) ･ (4)

点 数 10 ･ 5 ~ 5 ･ 0

.･ 一･ “ ‐ ‘′

○ 別記様式第2号を次のようをこ改める。　 　 　

- 10 -



様式第 2号 (用紙A 4 )

経理処理の適正を確認した旨の書類

私は、建設業法施行規則第 1 8条の 3第 3項第 2 号の規定に基づく確認を行うため、
0 0 0 の平成×年×月×日から平成×年×月×日までの第×期事業年度における計算書

類、すなわち、.貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表に
ついて、-

我が国において- 般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行を

しん酌され作成されたものであること及び別添の会計処理に関する確認項目の対象に係

る内容について適正に処理されていることを確認しました。

地方整備局長
北海道開発局長

ゞ 知事
.･ 殿

年 ‐ 月 日

商号又は名称
所属 .
･
岬.役職

氏 名 印

以上

記載要領
｢‐ 地方整備局長
北海道開発局長 については、 不要のものを消すことp

知事｣

- 11一



○ 別記様式に次の 1号を付け加える。
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様式第3号 ‐(用紙 A 4 )

継続雇用制度の適用を受けている技術職員名簿

建設業法施行規則別記様式第2 5 号の 1 1 ･別紙 2の技術職員名簿に記載した者のうち･ 下表に掲

げる者については、 審査基準日もこおいて継続雇用制度の適用を受けていることを証明します。

地方整備局長 年 . 月 日
北海道開発局長

知事 殿 住所
商号又は名称

代表者氏名‘ 印

通番 氏 名ゞ - 生年月日セ -

･･ ･
℃

･
一 -

･ .
- “ -

,･
、

･ ‘ ‘‘
‘

℃ .･
t

‘‐ . ･ ‘

′ .
･ ･

･

- ℃ . ･
･

,
･ 亀

･
.

･ ‘
‘

･‘ ‐
←← “ ℃

℃ ･

. ･
、
･ ･

･

･ ･ ･
,.

･

. ･ み
･

･
･ ･

、
.【
′ .

‐ ･
･

･
.

‘

･

. ･
一

、 ･ ･
･ .メ ニ ー

. - ‐

･
、 . ･ ･ .･ 、

･
‘

. ･ ･
‘
- ′ ‘

-

記載要領
1 ｢ ‐地方整備局長

北海道開発局長 耆こついてはv 不要のものを消すこと。
知事｣

2 規則別記様式第 2 5 号の L 1 ･別紙 2 の技術職員名簿に記載した者のうち、 審査基準日におい

て継続雇用制度の適用を受けている者 (6 5 歳以下の者に限る。) について記載すること。

3 通番、 氏名及び生年月日は、 規則別記様式第 2 5 号の 1 1 ･ 別紙 2 の記載と統
一すること。
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附 則
この通知は、 平成 2 3 年 4月 1 日から適用する。
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5 日 金曜日 官 報
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

(号外第 2 1 7 号) (2 分冊の 1)

(号 外)
独立行政法人国立印刷局

〔省

令
〕

○
建
設
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

(国
土
交
通
五
一
)

〔告

示
〕

0
建
設
業
法
第
二
十
七
条
の
二
十
三
第
三
項

の
経
営
事
項
審
査
の
項
目
及
び
基
準
を
定

め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

(国
土
交
通
一
一
七
五
)

〔官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

調
査
士
法
第
三
条
第
二
項
第
二
号

に
基
づ
く
認
定
を
受
け
た
者
の
公
告

5

〔公

燕已

諸
事

項

平成 2 2 年 1 0 月

裁
判
所
破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
科
学
技
-

彦
立
“
政
法
人
科
学
技
術
振
興
機
構
入

札
、
独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
、
平

成
二
十
一
事
業
年
度
財
務
諸
表

(年
金
積

立
金
管
理
運
用
独
立
行
政
法
人
･
独
立
行

政
法
人
農
業
環
境
技
術
研
究
所
)、
特
定

計
量
器
型
式
承
認
、
税
理
士
登
録
者
関

、

税
理
士
登
録
者
関
係

寿 三

O

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
、
無
縁
墳
墓
等
改
葬
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

O

○
国
土
交
通
省
令
第
五
十
一
号

建
設
業
法

(昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
号
)
第
二
十
七
条
の
三
十
二
に
お
い
て
準
用
す
る
第
二
十
六
条
の
八
及
び
第

二
十
七
条
の
三
十
六
の
規
定
に
基
づ
き
、
建
設
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
十
月
十
五
日

国
土
交
通
大
臣

馬
淵

澄
夫

建
設
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

建
設
業
法
施
行
規
則

(昭
和
二
十
四
年
建
設
省
令
第
十
四
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
八
条
の
三
第
一
項
第
二
号
中

｢営
業
年
数
｣
を

｢営
業
継
続
の
状
況
｣
に
改
め
、同
項
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

七

建
設
機
械
の
保
有
状
況

八

国
際
標
準
化
機
構
が
定
め
た
規
格
に
よ
る
登
録
の
状
況

第
二
十
一
条
の
六
第
二
号
中

｢次
号
、
第
四
号
及
び
第
二
十
一
条
の
人
第
四
項
に
お
い
て
｣
を

｢以
下
｣
に
、
｢定
め

て
通
知
す
る
｣
を

｢定
め
る
｣
に
、
｢基
準
に
照
ら
し
、
真
正
な
も
の
で
な
い
疑
い
が
あ
る
と
認
め
る
｣
を

｢確
認
基
準

に
改
め
る
。

第
二
十
一
条
の
六
第
四
号
を
第
五
号
と
し
、
同
条
第
三
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

四

経
営
状
況
分
析
申
請
書
等
に
記
載
さ
れ
た
内
容

前̂
号
の
規
定
に
よ
り
補
正
が
行
わ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、

当
該
補
正
後
の
内
容
)
が
、
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
各
勘
定
科
目
間
の
関
係
、
各
勘
定
科
目
に
計
上
さ
れ
た
金

額
等
に
関
す
る
報
告
基
準
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
国
土
交
通
大
臣
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
別
記
様

式
第
二
十
五
号
の
十
四
に
よ
る
報
告
書
を
国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
す
る
こ
と
。

第
二
十
一
条
の
六
第
五
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

六

第
四
号
の
報
告
書
の
提
出
に
つ
い
て
は
、
当
該
報
告
書
が
電
磁
的
記
録
で
作
成
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
次
に

掲
げ
る
電
磁
的
方
法
を
も
っ
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

イ

登
録
経
営
状
況
分
析
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
の
使
用
に
係

る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
で
あ
っ
て
、
当
該
電

気
通
信
回
線
を
通
じ
て
情
報
が
送
信
さ
れ
、
国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機

に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
情
報
が
記
録
さ
れ
る
も
の

ロ

磁
気
デ
ィ
ス
ク
等
を
も
っ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル
に
情
報
を
記
録
し
た
も
の
を
交
付
す
る
方
法

第
二
十
一
条
の
九
第
一
項
中

｢別
記
様
式
第
二
十
五
号
の
十
四
｣
を

｢別
記
様
式
第
二
十
五
号
の
十
五
｣に
改
め
る
。

別
記
様
式
第
二
十
五
号
の
十
一
の
別
紙
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



報9 (号外第 2なフ号)

0
国
土
恋
澤
省
告
示
第
千
百
七
十
五
号

建
設
業
法

(昭
和
=
十
四
年
法
律
第
百
号
)
第
二
十
七
条
の
二
十
三
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
年
国
土

交
通
省
告
示
第
八
十
五
号
(建
設
業
法
菊
二
十
七
条
の
二
十
三
第
三
項
の
経
営
事
項
審
査
の
項
目
及
び
基
準
を
定
め
る

件
)
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

国
土
交
通
大
臣

馬
淵

澄
夫

平
成
二
十
三
年
十
月
十
五
日

第
【
の
四
の
2
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

2

次
に
掲
げ
る
建
設
業
の
営
業
継
続
の
状
況

H

審
査
基
準
日
ま
で
の
建
設
業
の
営
業
年
裁

(建
設
嬢
の
許
可
又
は
登
録
を
受
け
て
営
業
を
行
っ
て
い
た
年

数
を
い
う
。
た
た
し
、
平
成
三
十
三
年
四
月
一
日
以
降
の
中
立
て
に
係
る
再
生
手
続
開
始
の
決
定
文
は
更
生

手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
、
か
つ
、
再
生
手
続
終
結
の
決
定
又
は
更
生
手
続
終
結
の
決
定
を
受
け
た
建
設
業

者
は
、
当
該
再
生
手
続
終
結
の
決
定
又
は
更
生
手
続
終
結
の
決
定
を
受
け
て
か
ら
営
窯
を
行
っ
て
い
た
年
数

を
い
う
。)

別
表
第
十
二
の
次
に
次
の
三
表
を
加
え
る
。

　　　
　
　
　

　　
　
　
　
　
　
　
　
　

O
爵
]
吟
N
聡
の
鯲
△
吟
馴
欧
の
鯲
q
珍
の
鯲
④
爵
唇
訃
口
吟
]は
叫
協
珍
に
勘

濁
珍
喪
胛

蕗
難
蓬
講
S
顫
針
滲
q
こ
ー
ヌ
助
磨

oa
二凹 旨 題̂ g g 室 @〕 @

G
)
@ 国 てこ @ N̂〕 e

図
ゆ

平成 2 2 年 1 0 月 1 5 日 金曜日 官

u

審
査
基
準
日
に
お
け
る
民
事
再
生
法
又
は
会
社
更
生
法
の
適
用
の
有
無

〈平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
以
降

の
中
立
て
に
係
る
再
生
手
続
開
始
の
袂
定
又
は
更
生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
、
か
つ
、
再
生
手
続
終
結
の

決
定
又
は
更
生
手
続
終
結
の
決
定
を
受
け
て
い
な
い
建
設
案
者
で
あ
る
か
否
か
を
い
う
J

第
一
の
四
の
6
の
次
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

7

審
査
基
準
日
に
お
け
る
建
設
搬
綴
の
保
有
状
況

(自
ら
所
有
し
、
又
は
リ
ー
ス
契
約

(審
査
基
準
日
か
ら
…

年
七
か
月
以
上
の
使
用
期
間
が
定
め
ら
れ
て
い
る
も
の
に
限
る
。)に
よ
り
使
用
す
る
建
設
機
械
一抵
当
法
施
行
令

(明
和
二
十
九
年
政
令
第
三
百
九
十
四
号
)
別
表
に
規
定
す
る
シ
ョ
ベ
ル
系
掘
削
機
、
ブ
ル
ド
ー
ザ
ー
及
び
ト

ラ
ク
タ
ー
シ
ョ
ベ
ル
の
合
計
咎
数

(以
下

｢建
設
鞭
報
の
所
有
及
び
リ
ー
ス
台
数
｣
と
い
う
。)を
い
う
。)

8

審
査
基
準
日
に
お
け
る
国
際
標
準
化
機
構
が
定
め
た
巌
格
に
よ
る
登
録
の
状
況
(国
際
標
準
化
機
構
第
九
〇

〇
一
号
又
は
第
…
四
〇
0
-
号
の
規
格
に
よ
り
登
録
さ
れ
て
い
る
が
否
か
を
い
う

(認
証
範
囲
に
建
設
業
が
含

ま
れ
て
い
な
い
も
の
及
び
認
証
範
囲
が
一
部
の
支
店
等
に
限
ら
れ
て
い
る
も
の
は
除
く
。)。)

第
二
の
四
の
2
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

2

次
に
掲
げ
る
建
設
業
の
営
業
継
投
の
状
況

]

第
一
の
四
の
2
の
H
に
掲
げ
る
営
業
年
数
に
つ
い
て
は
、
当
該
年
数
が
、
別
十露
盤
ハ
の
区
分
の
畑
の
い
ず

れ
に
該
当
す
る
か
を
審
査
す
る
こ
と
。

U

第
一
の
四
の
2
の
臼
に
掲
げ
る
民
事
再
生
法
又
は
会
社
更
生
法
の
適
用
の
有
無
に
つ
い
て
は
、
民
事
再
生

法
又
は
会
社
更
生
跛
の
適
用
の
有
線
が
、
別
表
第
七
の
区
分
の
棚
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
を
審
査
す
る
こ

･と
0

第
三
の
四
の
6
の
次
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

7

第
一
の
四
の
7
に
掲
げ
る
建
設
搬
械
の
保
有
状
況
に
つ
い
て
は
、
建
設
機
械
の
所
有
及
び
リ
ー
ス
台
数
が
、

別
表
第
十
三
の
区
分
の
翻
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
を
審
査
す
る
こ
と
。

8

第
一
の
四
の
8
に
掲
げ
る
国
際
標
準
化
機
構
が
定
め
た
規
格
に
よ
る
登
録
の
状
況
に
つ
い
て
は
、
国
際
標
準

化
…撥
構
第
九
〇
〇
一
号
又
は
翳
そ
四
0
0
一
号
の
規
格
に
よ
る
登
録
の
有
無
が
、
別
表
第
十
四
の
区
分
の
欄
の

い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
を
審
査
す
る
こ
と
。

別
表
第
七
か
ら
別
表
第
十
一
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
別
表
第
六
の
次
に
次
の
一
表
を
加
え
る
。
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総
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3
嬢
難

淑
霧
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黛
瀉
広
o白
迎
3
窯
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溌
窪
蒲

{ふ
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回
診

圏
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晝
堂
耐
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紮
際
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附

則

こ
の
&曰
不
は
、
平
成
二
十
三
年
四
月
一
目
か
ら
施
行
す
る
。
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平成 2 2 年 1 0 月 1 5 日 金曜日 官 報 (号外第 2 1 7 号) 2

別鱗三
(用紙A 4 )

回回回回国
その他の審査項目 (社会性等)

労働福祉の状況
独 番 s

雇用保験加入の有無 匹司□ {崎 法 扶 a適用除外〕

健康探険及び厚生年金保験加入の有鎭 回国 □ = 有逐鰯途適用彰 )

建設業退職 鎖 済朝度加入の有焦 回国 口 は有、 a 無 )

逮舵総慨しく鰈 q髄綴纜入の有馨 醉 [ 【麻 a無〕

法定外労働災害鑄 鰯 度加入の有無 回国 口 □‐有、a 刻

建設業の営業継続の状況

賞辯檄 回国

民事再生法又は会社更生法の邁用の有無 同日

を

防災活動への貢献の状況

防災協定の緒拗有焦 回国 □ ㈱、2無〕

法令遵守の状況

営業停止処分の有無 国
指示処分の有無 団

尋辷 は ね 紙〕

回 口 鮨“幼
建設業の経理の状況

轌査の受審状況 団
鰡会計士等の效 回
二級登録経理試験合格者の数 回

匡 コ メ蚕:錮命聾後金鰡 麗提出.‐鰯 ]
回 ロ.]□□ "
団 ロロロ□"

研究開発の状況

研究開発費 乾期 ㈱ Eを □□□叩 m m□㈱
審 査 対 象 事 築 年 度 #‐JTb , "ゃ淺年贋

llliil= = (千円)= = lll= = (千円)

審 査 対 象 事 築 年 度 "亭淺年度

illiil= = (千円)= = lll= = (千円)

建設機械の保有状況

建設椴械の所有及びリース台数 回国 D口□㈱

国際標準化機構が定めた規格による登録の状況

1 s。 9 o o tの登録の有焦 回国 [ G 丸 a無 }

I s o 1 4 o o 1の登録の有無 回国 口 はれ 猟〕
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報3 平成 2 2 年 1 0 月 1 5 日 金曜日 官 (号外第 2 1 7 号)

記載要領
1 □ □ □ □で表示された枠 (以下 ｢カラム｣ という。) に記入する場合は、 1
カラムに 1 文字ずつ丁寧に、 かつ、 カラムからはみ出さないように数字を記入する

こと。 例えば□ □ 回 国のょうるこ右詰めで記入することo
2 図 団 ｢雇用保険加入の有無｣ の欄は、その雇用する労働者が雇用保険の被f呆険
者となったことについての資格取得届を公共職業安定所の長に提出している場合は
｢ 1 ｣ を、 提出していない場合は ｢2 ｣ を、 従業員が 1 人もいないため雇用保険の
適用が除外される場合は ｢3 ｣ を記入すること。
3 回 回 ｢健康保険及び厚生年金保険加入の有無｣ の欄は、従業員が健康保険及び
厚生年金保険の被保険者の資格を取得したことについての社会保険事務所長 (健康
保険にあっては、 健康保険組合を含む。) に対する届出を行っている場合は ｢1 ｣
を、 行っていない場合は ｢2 ｣ を、 個人事業者で、 かつ、 従業員が 4 人以下である

ため健康保険及び厚生年金保険の適用が除外される場合は ｢3 ｣ を記入すること。
4 国 回 ｢建設業退職金共済制度加入の有無｣ の欄は、審査基準日において、勤労
者退職金共済機構との間で、特定業種退職金共済契約を締結している場合は ｢1 ｣
を、 締結していない場合は ｢2 ｣ を記入すること。
5 回 国 ｢退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無｣ の掴ま、審査基準日
において、 次のいずれかに該当する場合は ｢1』 を、 いずれにも該当しない場合は
｢2 ｣ を記入すること。
(1) 労働協約若しくは就業規則に退職手当の定めがあること又は退職手当に関する
事項についての規則が定められていること。
(2) 勤労者退職金共済機構との間で特定業種退職金共済契約以外の退職金共済契約
が締結されていること。
(3) 所得税法施行令 (昭和 40年政令第96号) に規定する特定退職金共済団体との
間で退職金共済についての契約が締結されていること。
(4) 厚生年金基金が設立されていること。
(5) 法人税法 (昭和 40年法律第 34号) に規定する適格退職年金の契約が締結され
ていること。
(6) 確定給付企業年金法 (平成 13年法律第 50号) に規定する確定給付企業年金が
導入されていること。
(7) 確定拠出年金法 (平成 13年法律第 88号) に規定する企業型年金が導入されて
いること。

6 回 国 ｢法定外労働災害補償制度加入の有無｣の欄は、審査基準日において、 (財)
建設業福祉共済団、 (社) 全国建設業労災互助会、全国中小企業共済協同組合連合
会又は保険会社との間で、 労働者災害補償保険法 (昭和 22年法律第 50号) に基づ
く保険給付の基因となった業務災害及び通勤災害 (下請負人に係るものを含む。)
に関する給付についての契約を、 締結している場合は ｢1 ｣ を、 締結していない場
合は ｢2 ｣ を記入すること。
7 回 回 ｢営業年数｣ の欄は、審査基準日までの建設業の営業年数 (建設業の許可
又は登録を受けて営業を行っていた年数をいい、 休業等の期間を除く。 ただし、 平

成 23 年4月 1日以降の申立てに係る再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定
を受け、かつ、再生手続終結の決定又は更生手続終結の決定を受けた建設業者は、
当該再生手続終結の決定又は更生手続終結の決定を受けてから営業を行っていた年
数をいい、 休業等の期間を除く。) を記入し、 表内の年号については不要のものを
消すこと。
8 図 圏 ｢民事再生法又は会社更生法の適用の有無｣ の欄は、平成 23年4月 1日以
降の申立てに係る再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定を受け、かつ、再生

- l8 -



平成 2 2 年 1 0 月 1 5 日 金曜日 官 報 (号外第 2 1 7 号) 4

手続終結の決定又は更生手続終結の決定を受けていない場合は ｢1 ｣ を、その他の
場合は ｢2 ｣ を記入すること。
9 回 国 ｢防災協定の締結の有無｣ の欄は、審査基準団こおいて、国、特殊法人等
(公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 (平成 l2年法律第 127 号)
第 2条第 1項に規定する特殊法人等) 又は地方公共団体との間で、防災活動に関す
る協定を締結している場合は ｢1 ｣ を、 締結していない場合は ｢2 ｣ を記入するこ
と。
lo 回 国 ｢営業停止処分の有無｣ の欄は、審査対象年において、法第28条の規定に
よる営業の停止を受けたことがある場合は ｢ 1 ｣ を、受けたことがない場合は ｢2 ｣
を記入すること。
= 回 回 ｢指示処分の有無J の欄は、 審査対象年において、 法第 28 条の規定による
指示を受けたことがある場合は ｢1 ｣ を、 受けたことがない場合は ｢2 ｣ を記入す
ること。
12 回 国 ｢監査の受審状況｣ の欄は、審査基準日において、会計監査人の設置を行
つている場合は f 1 ｣ を、 会計参与の設置を行っている場合は ｢2 ｣ を、 公認会計
士、会計士補及び税理士並びにこれらとなる資格を有する者並びに一級登録経理試
験の合格者が経理処理の適正を確認した旨の書類に自らの署名を付したものを提出
している場合は ｢3 ｣ を、 いずれにも該当しない場合は ｢4 j を記入すること。
13 回 回 ｢公認会計士等の数｣ 及到司 回 ｢二級登録経理試験合格者の数｣ の欄のう
ち、公認会計士等の数については、公認会計士、会計士補及び税理士並びにこれら
となる資格を有する者並びに一級登録経理試験の合格者の人数の合計を記入するこ
と。
l4 回 国 ｢研究開発費 (2期平均)｣ の欄は、審査対象事業年度及び審査対象事業年
度の前審査対象事業年度における研究開発費の額の平均の額を記入すること。 ただ
し、 会計監査人設置会社以外の建設業者はカラムに ｢0 ｣ を記入すること。 また、
表内のカラムに審査対象事業年度及び審査対象事業年度の前審査対象事業年度にお
ける研究開発費の額を記入すること。
15 回 回 建設機械の所有及びリース台数｣ の欄は、審査基準日において、自ら所
有し、 又はリース契約 (審査基準日から 1 年 7月以上の使用期間が定められている
ものに限る。) により使用する建設機械抵当法施行令 (昭和 29年政令第294号) 別
表に規定するショベル系掘削機、 ブルドーザー及びトラクターショベルについて、
台数の合計を記入すること。
16 回 回 ｢ I s o 9 0 0 1 の登録の有無｣ の欄は、 審査基準日において･ 国際標準

化機構第9 0 0 1号の規格により登録されている場合 (登録範囲に建設業が含まれ
ていない場合及び登録範囲が一部の支店等に限られている場合を除く。) は ｢ 1 ｣ を、
受けていない場合は ｢2 ｣ を記入すること。
l7 回 団 ｢ I s o 1 4 0 0 1 の登録の有無｣ の棚は、 審査基準日において、 国際標
準化機構第 1 4 0 0 1号の規格により登録されている場合 (登録範囲に建設業が含
まれていない場合及び登録範囲が一部の支店等に限られている場合を除く。) は ｢ 1 ｣
を、 受けていない場合は ｢2 ｣ を記入すること。

記入すべき金額は、 千円未満の端数を切り捨てて表示すること。
ただし、会社法 (平成 l7年法律第 86号) 第 2条第 6号に規定する大会社にあって
は、 百万円未満の端数を切り捨てて表示することができる。 ただし、 研究開発費 (2

期平均) を計算する際に生じる百万円未満の端数については切り捨てずにそのまま記
入すること。
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5 平成 2 2 年 1 0 月 1 5 日 金曜日 官 報 (号外第 2 1 7 号)

様式第二十五号の十二 (第十九条の九、 第二十一条の四関係) (用紙 A 4 )

経営規模等評価結果通知書
総 合 評 定 値 通 知 書

許可 号
審査基準日 平成 年 月 日

国 語 番 号
市 区 町 村 コ ー ド
資 本 金 額
完成工事高/売上高 (% )

殿 行 政 庁 記 入 欄

[金額単位 ;千円]

許
可
区
分-

建 設 工 事 の 撞 頸

010 土 木 一 式
o1 プレストレストコンクリ一 ･

総合評定臆
(P)

完 成 上 事 繭

N年平均
評点
(X t)
元漿完成工事棺
N年軍均

調 完 成 工 事 講 及 び
技 術 随 ‘

--緩 く講習受講) 法幹

技 輪 牌 嵐 教
效
二級 その他

評点
(Z )

･
020 巣 一 フ(
030
040 ･r
060 ぴ ･ 上工 ･ コンクリ一
- 051 蹟 面 処 ｣

、
至

060 石
070 尾 製
第0 鷺 気
O90 曾
l凹 タイル ･ れんが ･ ブロッ '
110 用 掘 燈 功
= 鍋 楯 去
120120
130130
!‘0!‘0 ′ ゆ ん せ ′
I60I60 - ′
I60I60 ラ
l70l70 ‘‘
180180
1約1約 ' 袋 比
200200 談 器 具 設 ′

2 02 0 絶
220220 気 淺
230230
240240 く
250250
260260 遊 施
270270 防 施
280280 r 薄 施

の 他他
合 計

別
記
様
式
第
二
十
五
号
の
十
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

そ の 他 の審 査 項 目 (社 会性 等 ) t 数 箙事 点数自 己 資 本 頗 及 び 利 益 額 l 数 値 l点 数
雇 用 保 険 加 入 の 有 無-自 己 資 本 蓼 l l
艇捷保険及び厚坐年金保険加入の自照ー利 益 額 1 I
建設票退國金共済制度加入の有馬I詳 息 (Xの

法定外労撓災害補償制度加入の右気-

営 築 年 数f 年

民事再生法又は会蓬更生韮の遭用の有無1
建 設 漱 の 営 祭 総 綾 の 状 況
防 災 協 定 の 締 結 の 右 鯨1
防 災 活 動 へ の 買 猷 の 状 況
奮 叢 停 止 処 分 の 有 判
滑 示 処 分 の 右 舞1 -
並 令 遵 守 の 状 況
宦 発 の 受 招 訳 斑
公 髭 会 計 士 等 の 数I
二 撥 登 録 経 理 試 験 合 檮 君 の 致I
婢 酸 莢 の 経 理 の 状 況

研
研
究
究
閑
開
発
死
の
我l
嵌 况

経 営 状 況 1 決算 綬 営 挨 况 決算 建設損城の-所有及びリース台数- 台
額 按 況建 設 擬 損 の 保 ･ 状 況 --一純 支 払 利 息 比 率l 自己賞↑舸僑昏拭産比率

負 債 回 転 期 間l 自 己 資 本 比 率 I 1 s o 9 0 0 1 の 昼課
-の 有 難l

I S O 1 4 0 0 1 の登録の有無
国際煤中化彊娚が定めた双特に基づく登録“叺瓦

総資本売上総利益率- 営業キャッシュフロー
売 上 高 煙 常 利 益 鮴I 利 益 剰 余 金

評 点 (Y J 群 点 (W )

閨 定 資 産 己 資 本 売 上 緩 和 掟
流 動 負 債 姥資本 (当期 ) 受 取利 息配当金 営業を“クリト(当期)

科 目 決 科 目 決算 科 目 決 1 料 lj l 決算 -.･ “ 『 =
ー 1 l 恒 常 利 益l l
　 　 　

刺 婆 剰 余 金 売 上 高
固 定 負 債 総資本 (鮒期 ) 払 利 島 贅兼キヤフク'70寸前期)
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平成 2 2 年 1 0 月 1 5 日 金曜日 官 報 (号外第 2 1 7 号) 6
様式第二十五号の十四 (第二十一条の六関係) (用紙A 4 )

報告基準該当項目報告書
建設業法施行規則第21条の 6第4 号の規定により、以下のとおり報告します。

平成 年 月 日
地方整備局長
北海道開発局長 登録経営状況分析機関名

知事 殿

申請者名 許可番号 審査基準日 該当項目 確認書類 確認結 果等

･

別
記
様
式
第
二
十
五
号
の
十
四
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

登録番号

記載要領
1 ｢ 地方整備局長
北海道開発局長 については、 不要のものを消すこと。

知事人
2 ｢申請者名｣ の欄は経営状況分析の結果を通知した建設業者の商号又は名称を、｢許可番号｣ の欄は当該建設業者に係る許可番号を記
載すること。
3 ｢審査基準則 の欄は、経営状況分析の申請があった日の直前の事業年度の終了の日 (別記様式第25号の8の記載要領の別表觴)の各
綱のいずれかに該当する場合で直前の事業年度の終了の日以外の日を審査基準日として定めるときは、その日) を記載すること。
4 ｢該当項目｣ の棚は、第21条の6第4 号の報告基準に該当した勘定科目等を記載すること。
5 ｢確認書類｣ の欄は、第21条の 6第 2号の規定に基づいて記載内容を確認した書類を記載すること。
6 ｢確認結果等｣ の欄は、第21条の6第 2号の規定に基づいて記載内容を確認した結果等について、以下を参考に記載すること。
(例 1 ) 税務申告書類に添付した決算書と照合した結果、真正。
(例 2 ) 有利子負債を期末に返済。

7 申請者ごとに区分して記載すること。
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雛式第二十五号の十五 (第二十一条の九第一項関係)
(用紙A 4 )

日以外の日を階癖基節Bとして定めると砦は、その日)を記鞘
しることり

国
籍
±交通
釆
大臣
曲
戦
知 日

許 可 番 号･　　 　譲人
査
X は馬 人
坤
の羸j

灼
単独決算
記
又は連結
耶
決算の別

蕊綺
債
本売鬱上毛 瀬戸益 蝋　　　　　　　　　　　　　　　

役 、 況 の 評 点 (Y

こと‐
経営状況分析の禽巣の算出に用いた勘定科= $に係る金畑のうち、左畑に掲げる頓ロに飾るものを記載すること.

ただし、｢単

の畑に記載した内容が建設業法施行規則第21条の6第

経 営 状 況 分 析 結 果 報 告 番
橇設業法施行規則第21条の9第1項の規定により、経営状況分析の諸乗を擢告します。 平成 年

登録経営状況分析観閲名

　
　
　
　 　 　

　
　 　
　 　

獲 対 事 業 慶 の粥“階瘡対食家綾年霜銘養笙謠鑿
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引 当 金 (｢流 動負 話 の 部 に 計 上 され た もの に 醸るo
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平成 2 2 年 1 0 月 1 5 日 金曜日 官 報 (号外第 2 1 7 号) 8

(用紙A 4 )
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
十
一
条
の
六
の
改
正
規
定
、
第
二
十
一
条
の
九
の
改
正
規
定
、
別
記
様
式
第
二
十
五
号
の
十
四
の
改
正
規
定
及
び
別
記
様
式
第
二
十
五
号
の
十
四
の
次
に
一
様
式

を
加
え
る
改
正
規
定
は
、
平
成
二
十
三
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

別紙
こ
の
省附
令
は則

申請著名 許可番号 審査基準日 疑義項目 確認書類 確認結果等 報 告 先

確認基準該当項目報告書
平成 年 月 日

登録経営状況分析機関名
登録番号

記載要領
1 ｢申請者名｣ の欄は経営状況分析の結果を通知した建設業者の商号又は名称を、｢許可番号｣ の桐は当該建設業者に係る許可番
号を記載すること。
2 ｢審査基準日｣ の欄は、経営状況分析の申請があった日の直前の事業年度の終了の日 (別記様式第25号の 8 の記載要領の別表
(2)の各梛のいずれかに該当する場合で直前の事業年度の終了の日以外の日を審査基準日として定めるときは、その日) を記載す
ること。
3 ｢疑義項目｣ の欄は、第21条の 6第 2号に定める基準に該当した勘定科目等を記載すること。
4 ｢確認書類｣ の欄は、第21条の6第 2号の規定に基づいて記載内容を確認した書類を記載すること。
5 ｢確認結果等｣ の欄は、第21条の 6第2号の規定に基づいて記載内容を確認した結果等について、以下を参考に記載すること。
(例 1) 税務申告書類に添付した決算書と照合した結果、真正。
(例 2 ) 有利子負債を期末に返済。

6 ｢報告先｣ の欄は、第21条の 6第4 号の規定に基づいて国土交通大臣又は都道府県知事に報告を行った場合における地方整備
局若しくは北海道開発局又は都道府県の名称を記載すること。
7 申請者ごとに区分して記載すること。
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経営事項轡範の審査薹凖の改正

平成2 2 年苗0月

薹圓主交通省





-①建設機械の保有状況

少 圏腕輪の備えの観点から建設機械の保有状況を積

-②ーso 9oooシリーズ、14 … シリーズの取得状況 l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【今後のスケジュール】

関連省令等の公布 "平成2 2年10月 15日

施行 ;平成2 3年 4月 1 日





瞳窒騒埜幽霊霊團圏鬮圓國墜讓嚢覊
評価対象とする技術者に必要な雇用期間の明確化
改正の理由

○ 現在は評価対象とする技術者を『雇用期間を特に限定することなく常時雇用されているもの｣として
いるので、審査基準日において雇用期間を定めずに雇用されてさえいれば、評価対象とされている

○ 技術者の名義借り筈の不正を防止するとともに、高年齢者雇用安定法に基づく継続雇用制度の対
象者(毎年契約を更新するのが一般的)は評価対象になるよう、必要な雇用期間要件を明確化する

改正の方法

○ 評価対象とする技術者は、審査基準日以前に6ヶ月を超える恒常的雇用関係がある者に限定

【6ヶ月超前からの雇用の確認方法羽
･健康保険加入者 :健康保険証の写しで、資格取得日から審査基準日までの期間が6ヶ月超であることを確認
･雇用保険加入者"雇用保険被保険者資格取得等確認通知証の写しで、資格取得日から審査基準日までの期

間が6ヶ月超であることを確認
□与支給明細書又は出勤簿
ことを確認

･上記の未加入者 "給与支給明細書又は出勤簿の写しで、雇用日から審査基準日までの期間が6ヶ月超である

【常時雇用の確認方法】
直近の健康保険及び厚生年金保険の標準報酬決定通知書又は住民税特別徴収税額の通知書の写しで確認

0 高年齢者雇用安定法の継続雇用制度対象者は、雇用期間が限定されていても評価対象に含める
【6ヶ月超前からの雇用、常時雇用の確認方法】
上記と同様
【継続雇用制度の確認方法】
継続雇用制度の対象者であることを証する会社の代表者の押印のある書面(常時10人以上の労働者を使用す
る企業の場合には、併せて継続雇用制度について定めた労働基準監督署の受付印のある就業規則) 2





　　　　　　　　　　　　　　　　　
L建設投資の減少を踏まえた完工高 (×1点)と元請完工高 (z 2点)の評点テーブルの上方修正 l
改正の理由

0 建設投資の減少によりX 1点とZ 2点の平均点は減少しており、この傾向は平成2 2年度はさらに顕
著になると予想されている。また、ランクの低下を防ぐために、無理な受注により完工高を確保しなけ
ればならないケースがあると指摘されている。

0 このため、建設投資の減少に応じて×1点及びZ 2 点を補正することで、全体としてバランスのとれ
た評価を行うとともに、適切な競争参加機会･競争環境を確保する。

改正の方法

① 平成22年度の建設投資額の見通しに基づき、平成22年度のX 1点とZ 2点の予想平均点を算出
② ①で算出した予想平均点を平成20年改正時に制度設計された平均点である700点にそれぞれ修正
③ 修正する際に用いた係数を、×1点とZ 2点の評点テーブルの評点に掛け合わせ、評点テーブルを上
方修正
(参考)
･建設投資額の見通し"42.17兆円 (H21年度)“約39 3 2兆円 (H 22年度)【6.758359 % 減】
(H 2 2 .7 (財)建設経済研究所｢建設経済モデルによる建設投資の見通し(2010年7月)｣)

･建設投資額の減少幅(6.758359 % )を用いてH22年度のx1点とZ2点の予想平均点をシミュレーション

･上記の予想平均点が700点程度になるよう、評点テーブルを修正

{凝議耽ら穆鞠鰕寵牲総攪窕(霊翳讓鞄溌隧譲), 3





別添1

4

①評価対象とする技術者を｢審査基準日前に6ヶ月を超
える恒常的雇用関係のある者｣に限定することで、技
術者の名義借り等の不正を防ぐ

②高年齢者雇用安定法に基づく継続雇用制度対象者は、

ゆ建設機械の保有状況

珍 圏腕輪の備えの観点から建設機械の保有状況を積

-②ーso 9 … シリーズ、14 … シー′- ズの取得状況 l

【今後のスケジュール】

関連省令等の公布 "平成2 2年 10月 1 5日
施行 :平成2 3年 1月 1日(虚偽申請防止対策の強化の部分)
平成2 3年 4月 1日 (審査基準の改正の部分)





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添2
1 .経営状況分析機関が行う異常値確認のための基準を見直すとともに、一定の基準に該当
する申請については直接審査行政庁に情報提供する仕組みを創設
2 .審査行政庁が行う完工高と技術者数値の異常値検出の相関分析を見直し弓靴と
3 .審査行政庁と経営状況分析機関の連携を強化し、虚偽申請の疑いのある業者に対しては
重点審査(証拠書類の追加徴収･原本確認、対面審査、立入等)を実施

【虚偽申請防止対策の強化の概要羽

経営状況分析の申請 経営状況分析機関
確認基準

結果通知書の発行経
営
事
項
審
査
の
申
請
者

経営状況分析結果通知書の交付

審査行政庁
経営規模等評価の申請

完立高と技術職員 【虚偽申請防止対策】
数値の相関分析 重点審査対象企業の選定

･外部からの情報
総合評定値通知書 ･過去の処分歴

総合評定値通知書の交付 の発行 ･分析機関からの報告基準
該当企業の情報
･完工高と技術職員数値の
相関分析該当企業の情報

等
5





薹薹蓋藝盪霊園幽霊圏國轤窒嚢嚢覊
-地域の下請企業等‘こ多大な負担を強し、る再生企業に対する減点 l
改正の理由

○ 再生企業は、債権カット等により地域の下請企業等に多大な負担を強いるので、社会性等 (W 点)の
評価において一定の減点措置を講じる。

改正の方法

○ 今後、再生企業については、社会性等 (W 点)において以下の方法で減点評価を行う
① 再生 (更生)期間中は、建設業者の信頼性等に対する評価の最大値である60点(W 点の｢営業
年数｣で評価)を W 点から一律に減じて評価
② 再生 (更生)期間終了後は、｢営業年数｣評価億ゼロ年からスタート(最大で - 60点)

0 対象とする再生企業は、下請企業等の意思に関わらず債権カット等を行いうる法的整理(民事再生
法、会社更生法)を行った企業とする。

0 改正後に新たに再生(更正)手続を行う者を対象とする(遡及適用は行わない)

○ - 60点の減点となる再生(更正)期間中とは手続開始決定日から手続終結決定日までの期間とする

【再生(更正)期間中であることの確認方法汕
･手続開始決定日については、裁判所から送付される手続開始決定通知書で確認
･手続終結決定日については、手続終結決定を受けたことを証する書面 (官報公告の写し等)を求
めて確認

6





圏圓薹薹薹國圓霊園薹嶬嚢嚢嚢讓嚢剛
匡麺題壷膣璽國璽璽霊園極密事薊
匡璽菫國回 再生期間中(減点評価 - 60点)

再生手続終
結決定日 決算日

再生手続再生手続開 再生計画
決算日 申立日 始決定日 認可日 決算日

H 2 2 .3 .3 1 H 2 2 .6 .3 0 H 2 2 .7 3 1 H 2 2 .12 3 1 H 23 3 3 1 H 2 4 .1 .3 1 H 2 4 3 .3 1

新しい営業年
数の起算点

更正期間中(減点評価 - 60点)

更正手続開 更正計画
更正手続 始決定日 認可日
申立日 (決算日) (決算日)

更正手続終
決算日 結決定日

　
H 2 3 .1 2 3 1 H 2 4 .1 .3 1

決算日 申立日 (決算日) (決算日)

H 2 2 .3 .3 1 H 2 2 .6 .3 0 H 2 2 .7 .3 1 H 2 2 .1 2 .3 1

営業年数30年 営業年数o年
新しい営業年
数の起算点 7





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
匪設機械の保有状況を社会性等(w 点)の評価項目【ご追加 l
改正の理由

○ 地域防災への備えの観点から、災害時において使用される代表的な建設機械の保有状況を評価
する
改正の方法

0 評価対象とするのは、建設機械抵当法第二条に規定する｢建設機械｣のうち、ショベル系掘削機、
ブルドーザー、トラクターショベル

0 評価方法は、建設機械1台につき1点を加点(上限は15点)

0 売買契約書の写し等で所有状況を確認

0 審査基準日から1年7ヶ月以上の契約期間を有するリース契約を結んでいる場合には、リース機械
も台数に合算できることとする。この場合は、リース契約書の写しを提出させて確認。

0 特定自主検査記録表の写しで、建設機械が正常に稼働する状態にあることを確認

区分 建設機械の所有及びリース台数 点数
(1) 15台以上 15

(2) 14台 14

(15) 1台 -

(16) 保有なし O
8





殴祠附言汚す言三サヤ扇掻瀰酎蕊南吉三瀦ませテ ,'… “ … , ぶ た、'も、 M

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

幽薹薹髄讓轉虜討コ
労働安全衛生法に規定する定期自主検査を行わなければならない機
械のうち建設機械(油圧ショベル等)や荷役運搬機械 (フオークリフト
等)といった特定の機械について、1年以内に1回受けなければならな
い一定の資格を持つ検査者による検査

滋養凝議遜り臓糠嘲避楡礒俄方法を ~
【事業内検査】
ユーザーが自社で使用する機械を、資格を持つ検査者に実施させる
【検査業者検査】
ユーザーの依頼により登録検査業者が実施

騒ぎ繊毛嘉藤逡械鴦姦絲淺藷坤鱒謙雑,滋
【事業内検査】
･厚生労働大臣が定める研修を修了した者
･国家検定取得者等一定の資格のある者
【検査業者検査】
･厚生労働大臣に登録した検査業者
･都道府県労働局に登録した検査業者

腋鱗鸚榴轉峩斎鰤穣編認撚っ,を場合J
労働安全衛生法第20条、労働安全衛生法施行規則第171条により、事
業者は機械等に異常が認められた場合には危険を防止するために、直ちに補修その他必要な措置を講じなければならないとされている
(罰則あり)

く特定自主検査記録表(例)〉

　　　　　　　　　　　　

q
〕





贓嚢逢瀬凝議養護裏諸凝議、蕁選巡~謎

ISOの認証の取得状況を社会性等(w点)の評価項割こ追加 l
改正の理由

0 多くの都道府県等において発注者別評価点で評価されておけ、経営事項審査に追加することによ
り、受発注者双方の事務の重複 ･負担の軽減に寄与することが可能

改正の方法

0 評価対象とするのは、(財)日本適合性認定協会(JA B)又はJA Bと相互認証している認定機関に認
定されている審査登録機関が認証したIso 9001 (品質管理)、ISO 14001 (環境管理)の取得 (認証範
囲に建設業が含まれていない場合、会社単位ではなく特定の事業所単位での認証となっている場
合は除く)

0 審査登録機関の認証を証明する書類の写しを提出させて確認

○ 発注者別評価点では約8割の都道府県で-so 9000シリーズとISO 140ooシリーズを同等に評価して
いることを踏まえ、経審ではISO 9001取得で5点、oso 14001取得で5点を加点評価

区分
(○
国際標準化機構が定めた規格による登録の状況
第9 0 0 1号及び第 1 4 0 0 1号の巷録

点数
10

(2) 第9 0 0 1号の登録 5
(3) 第 1 4 0 0 1号の登録 5
(4) 無 O

めた規格による登録の状況

10





L w点のウエイト調整 l
o lsoの取得状況と建設機械の保有状況を W 点評価項目に追加することで、最高で25点の加点となる

0 評価項目の追加により、総合評定値に占めるW点のウエイトが突出しないよう、項目追加後の W 点
の評点(合計200点)が現在の W 点(合計175点)の評点からl割程度(15点)の加点にとどまるよう調整

○ 項目追加後のW 点の合計点に190/2ooを掛け合わせて評点の一定圧縮を行い、 W 点ウエイトが大き
くなりすぎないようにする

(W 1)労働福祉の状況　 　 　　 　
　　 　

　
(W 2)建設業の営業年数 (60点)

L

(W 3防災協
雫
締結の有無 ≠ 議 15点)

(W 4)法令遵守の状況 (0点)

I (W 5)建設業
宰
経理の状況

に
o点)

(W 6)研究開発の状況 (25点)

L w 評点 杵 75点)

L、改正後!

(W u 労働福祉の状況　 　　 　

　
　
　　

(W 2)建設業の営業年数 (60点)

(W 3)防災協定締結の有無L 防 塵締結 有 (麻 }
+

ー(W 4)法令遵守の状況 (0点)

- (Wめ建設霰の経理の状況 I{㈱

{W 7)ISO 取得の状況

(W 8)建設機械の保有状況 (巧点)

ー 合奏十点 1(観点)

(25点)

(10点)

× 190/2 00

W 評点

(190点)

※( )内の点数は最高点 11





国宥寝言寝せ討可可烹覊澪才窟国富高麗鞭右古事攝鞆滋声樹÷÷三三せ÷せて謂コ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 .経営状況分析機関が行う異常値確認のための基準を見直すとともに、一定の基準に該当
する申請については直接審査行政庁に情報提供する仕組みを創設
2 .審査行政庁が行う完工高と技術者数値の異常値検出の相関分析を見直し･強化
3 .審査行政庁と経営状況分析機関の連携を強化し、虚偽申請の疑いのある業者に対しては
重点審査 (証拠書類の追加徴収･原本確認、対面審査、立入等)を実施

一平成2 3年1月 1日以降の申請に係るものから上記の取組を実施

【虚偽申請防止対策の強化の概要潮

経営状況分析の申請 経営状況分析機関
確認基準

結果通知書の発行経
営
事
項
審
査
の
申
請
者

経営状況分析結果通知書の交付

審査行政庁
経営規模等評価の申請

完工高と技術職員 K虚偽申請防止対策】
数値の相関分析 重点審査対象企業の選定

･外部からの情報
総合評定値通知書 ･過去の処分歴

総合評定値通知書の交付 の発行 ･分析機関からの報告基準
該当企業の情報
･完工高と技術職員数値の
相関分析該当企業の情報

等
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